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平成２３年１０月２７日 

 

社会保障審議会短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会 

ヒアリング事項に対する回答書 

 

全日本自治団体労働組合 

小山 政男 

 

質問１．パート労働者への社会保険適用のあり方について  

①パート労働者（短時間労働者）に対する社会保険の適用拡大の必要性につい

てどう考えるか。  

 

・ 働き方や事業規模、職種にかかわらず、すべての雇用労働者に社会保険を

適用することがぜひ必要である。介護業界では、介護保険制度施行以降急激に

小規模事業者が介護保険事業に参入し、事業規模が小さい為に社会保険料の事

業主負担を免れるため、常勤者でありながら正社員の扱いをされず、適用され

る労働時間数がありながら保険加入を拒否される例がある。その上制度上の制

約から膨大な非正規労働者が生まれているため、適用拡大と法令遵守した適用

促進を図るべきである。 

・ とりわけ介護サービスは、対人サービスであり、介護労働者の育成と確保

が制度の根幹を支えており、１：１でサービスを提供することが一般的で、労

働者の質イコールサービスの質に直結している。これは正規、非正規、短時間

を問わず、すべての介護労働者に利用者の安心・信頼と質の高いサービス提供

が求められている。労働と労働者の確保のためにも社会保険適用を含む処遇の

面でも均等でなければならないと考える。 

 

②被用者には、被用者にふさわしい年金・医療保険を確保すべきとの考え方に

ついて、どう考えるか。  

（年金について）社会保険が適用されていないパート労働者のうち、特に国民

年金の第１号被保険者は老後に所得が十分に確保できない可能性が強い。

パート労働者を多く雇用している業種の労働組合として、パート労働者

の老後の所得保障のあり方をどう考えるか。特に、パート労働者の中で

も、若年フリーター層や母子家庭の母の老後の所得保障のあり方をどう

考えるか。 

  

・ 被用者でありながら国民年金に加入することを余儀なくされている労働者

は、老後の所得保障については不利な立場にあり、改善すべき課題である。特

に介護の業界は他業種からの転職者が多く(他職種からの転職者６６．７％)、
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前職では常勤労働者であっても転職により非社員として働く期間が長くなる

と社会保険未加入者となることが多くなり、社会保険への加入年数が不足する

場合が起きるなどは、明らかな不平等であると考える。また、介護の職場では、

制度的に短時間労働者が必要とされる就業構造であることから、適用拡大は必

須の課題である。 

 

（医療保険について）本来被用者保険に加入すべき被用者でありながら、地域

保険に加入し、事業主が費用（保険料）の半額を負担する被用者保険の

適用を受けられないパート労働者の医療保障のあり方をどう考えるか。  

 

･ 被用者でありながら高い保険料負担を負っていることが公正でない。また、

健康保険における出産手当金や傷病手当金、また雇用保険における育児休業給

付金などの雇用の継続に不可欠な所得保障を伴う諸制度が利用できないこと

による雇用の中断は、よりいっそう常勤の被用者との間で格差を生んでいる。

現在では、若い女性労働者が出産に伴う休業を選択するとき、健康保険に未加

入であることが雇用継続の制度的保証と所得保障の面で不利な状況におかれ

ており、雇用継続の意志があってもそれを断たれることになる。介護職場に若

い人材を確保し、将来の安定的な制度運営のための人材確保を実現するために

は必須の課題である。 

 

③適用拡大する場合の新たな適用基準のあり方についてどう考えるか。企業の

事務負担の軽減及び行政による適切な適用の観点からは、適用基準をできる

限り簡潔なものにすることが適当との指摘をどう考えるか。 

 

･ 原則として雇用形態や労働時間による適用の可否は作るべきではないが、せ

めて法定労働時間の半分である週２０時間以上の労働者には社会保険適用が

必要である。 

  

④社会保険制度における、働かない方が有利になるような壁を除去し、就労促

進型、少なくとも中立なものに転換すべきとの考え方について、どう考える

か。現行の適用基準による「就業調整」の発生が、働くことを希望する労働

者の能力発揮や企業の生産性向上の機会を損ね、ひいては社会経済にマイナ

スの影響を与えている可能性について、どう考えるか。  

 

・ 女性労働者が就労人口の８０％を占める介護の職場においては、短時間労

働者が多い。こうした特性をもつ介護職場における就業調整は、事業運営にと

って深刻な課題となっている。対人サービスにとっては、年間を通しての繁閑

の差はほとんどないにもかかわらず、就業調整は供給側のサービス提供量の減
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少として直接的に利用者サービスにマイナスの影響が出ている。 

 

⑤社会保険の適用拡大に併せて第３号被保険者・被扶養配偶者の認定基準（年

収130万円）の見直しを行うことについてどう考えるか。  

 

・ 認定基準(年収１３０万円)は見直すべき。 

 

⑥企業の社会保険料負担を業種や雇用形態によって異ならない公平なものにす

べきとの考え方について、どう考えるか。 

 

･ 公平なものにすることに賛成する。そもそも社会保険制度は、国民の生活や

就労について保険制度の確立によってそのリスクを避ける共助の制度である。

労働時間が短いことをもってその制度の適用から排除されることは、制度の趣

旨に反することではないかと考える。週４０時間労働制を定型的な基本の制度

とすることがこれまで基本であったが、高齢社会を迎えて２４時間、３６５日

の介護サービスの提供を目指す介護保険制度の中では、労働のあり方として適

合的ではない現実が生まれていることから、より短時間の労働者も等しく制度

から排除されることなく、利益を享受できることが必要である。 
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質問２．パート労働者の就業実態・雇用管理の実態について  

①貴組合の業種で就業するパート労働者の職務内容や人材活用の仕組み、責任

の範囲、平均的な勤続年数は、正社員と比較してどのような違いがあるか。  

 

・別紙調査結果  介護労働実態調査結果概要 

 

②労働時間の長い（所定労働時間が正社員の４分の３以上で既に社会保険が適

用されている）パート労働者と、労働時間の短い（４分の３未満で社会保険

が適用されていない）パート労働者とで、職務内容や人材活用の仕組み、賃

金など処遇の面でどのような違いがあるか（雇用管理が分かれているか）。  

 

・別紙調査結果  介護労働実態調査結果概要 

 

③貴組合の業種で就業するパート労働者のうち、生計の中心ではなく、その家

計における役割が補助的なものであるパート労働者の割合はどの程度か。ま

た、生計の中心として、または中心ではないものの生計を維持する必要性か

ら就業しているパート労働者の割合はどの程度か。  

 

・別紙調査結果  介護労働実態調査結果概要 

 

④年収が130万円に届かないよう、または就労時間が「正社員の４分３以上」に

該当しないよう、パート労働者自身が就労時間を調整するケースは、どの程

度の頻度で生じているか。企業経営への影響はどうか。 

 

･ 年収が１３０万円に届かないようパート労働者が就労時間を調整するケー

スは、特に訪問介護の現場においては毎年１２月に集中的に出現している。こ

の期間は、訪問の回数を通常の月よりも減らして申告し、または依頼を断って

年収が１３０万円を超えないように就労時間を短縮している。この期間は、主

に常勤労働者が通常の訪問時間を大きく超えて担当し、利用者へのサービス提

供が滞らないよう努力している。利用者へのサービス提供に直接影響が出て、

その月の収益も減少することがある。 
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質問３．適用拡大による雇用・企業経営への影響  

①適用拡大を実施した場合に、社会保険の適用を避けるためにパート労働者自

身が新たな適用基準以下に労働時間を抑える可能性はどの程度考えられるか。

その際、主に就業調整を行うと考えられるパート労働者の主な属性（第３号

被保険者、学生など）は何か。  

 

・ 訪問介護員の時間給が概ね１，２８５円であるので、週２０時間を超える

と年収が１３０万円を超える可能性がある。しかし、週３０時間未満の職員は

２１．９％にとどまっているので、新たな適用基準以下に労働時間を抑える選

択を行う者は限定されると推定される。 

 

②適用拡大を実施した場合、保険料負担を避けるために就業調整を行う者が生

じる一方で、より長い時間働くことを希望する者もいると考えられるが、ど

うか。特に、生活を維持するために就業しているパート労働者の場合には、

一般的に本人分の保険料負担が減少する第１号被保険者のみならず、第３号

被保険者であっても、保険料負担による手取り減分を確保する必要性や、就

業調整の必要がなくなることにより、より長い時間勤務して収入を増やすこ

とを望む者も多いと考えられるのではないか。  

 

･ 社会保険適用を望む労働者は、主に若い層と独身の４０～５０歳台で多くい

ると推定される。それぞれ生計の主要な担い手である可能性が高いことから、

実所得の減少に対しては労働時間数の増加を望むことは大いに考えられる。 

 

④適用拡大に伴う事務負担についての影響をどう考えるか。それは、企業の規

模や経営形態により違いはあるのか。  

 

･ 事務負担による事務量の増加は現状の職員体制の中で吸収できる範囲と考

えられる。介護保険法は、事業所認可の際に運営基準によって常勤労働者１名

以上の配置を義務付けており、全く社会保険の適用を行っていない事業所はご

く少数であると推定される。介護保険業界では、職員数４９名以下の事業所が、

在宅サービスの訪問と通所事業所でともに９０％を超えており、かつ３０時間

以上の職員が同じ在宅サービスで７０％以上、そのうち正規職員の比率は６

０％になっている。正規職員の社会保険適用率は９０％になっており、現状で

社会保険適用者が６０～７０％程度と推定されることから、事務量が現状の２

倍になることは考えにくい。また、職員の退職による異動処理が頻繁で、事務

量の負担が大きいとの意見があるが、そもそも退職者が多くあることは雇用管

理のあり方に問題があるのであって、保険適用事務の問題ではないと考える。 
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⑥適用拡大を実施した場合に、事業主側が、社会保険の適用を避けるために、

個別のパート労働者の希望にかかわらず、新たな適用基準以下に労働時間を

抑える可能性はどの程度考えられるか。  

 

・ これ以上パート労働者の労働時間を押さえて所得の低下が進めば、介護職

場での労働条件の悪化によってさらに深刻な人手不足を招き、介護労働サービ

ス量の減少を招いて制度そのものの維持を危うくすることになる。 

 平成１２年の介護労働実態調査によれば、正社員61.9％、非正社員26％とな

っている。そのうち非正社員の１１．２％は常勤労働者であり、非正社員の社

会保険加入率は、わずか１２％にとどまっている。正規職員の比率が６１．９％

であり、その加入率が９０％であることが明らかになっているので、全職員数

のうちでも社会保険加入率は、７０％程度ではないかと考えられる。 

  平成１９年の同調査によれば、全体では社会保険の加入者の率は５６．５％

にとどまっていると結果が出ている。この時点での正職員の比率は４６．７％

であることから、介護職場での社会保険加入者は正社員の９０％と非正社員の

うちで常勤的働きをしている１０％の労働者に限定されていることが推定さ

れる。 

  常勤職員ですら全員加入がなされていない現状を、早急に改善するべきで

あると考える。 

 

⑦適用拡大を実施した場合に、事業主側が、保険料の負担増に対応するために、

直接雇用のパート労働者の人数を減らし、派遣労働者や業務請負の人数を増

やすといった対応をすることは考えられるか。  

 

･ 考えられない。介護労働は介護労働者による対人サービスであり、パート労

働者の削減は収益の減少に直結する。またこれ以上賃金を下げることになれば

人材の確保は不可能になり、その不足解消のため通常の非常勤職員より賃金が

高い派遣労働者や、法令上認められない請負労働者への転嫁はありえない。 

 

⑧適用拡大による負担増に対応するために、事業主側が、個々のパート労働者

の労働時間を減らす代わりに、人数を増やして業務量に対応することは考え

られるか。この場合、労働市場におけるパート労働者全体の人数には限りが

あること、また、雇用管理が複雑になり、かえってコスト増となることから、

実際にそのような対応は難しいのではないかと考えられるが、どうか。 

 

･ 介護労働は、資格や人手の問題だけでなく、利用者の状況を判断しながら継

続的にかつ利用者満足度が高くかつ自立支援を目指すサービス提供を求めら

れる。これは、利用者とのコミュニケーションや信頼関係が利用継続の重要な
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要素になることから、頻繁なサービス提供職員の交代はサービス提供の内容と

しては利用者に嫌われる要因になり、収益の低下に結びつく。 

  

⑨適用拡大を実施した場合に、事業主は保険料負担増分について、当面どのよ

うに対応すると考えられるか。例えば、製品・サービスの価格に転嫁するか、

パート労働者に支払う賃金額を調整して対応するか、事業主の純粋な負担と

するか。  

 

･ 介護サービス事業は、サービスの価格の９０％以上は公定価格であり、また

人材不足によって慢性的な人手不足の現状では、これ以上賃金を下げることは

サービス提供量の減少による事業の縮小を招くのでありえない。一方で職員の

配置基準に最低基準が設定されているので、必要な職員配置が欠けた時には、

介護報酬が減算になり事業者にとっても減収を招く。 

 

⑩適用拡大により短期的には企業の保険料負担が増加するが、中長期的には、

パート労働者の処遇が総合的に改善されて定着率が高まることや、就業調整

の必要性が低くなり事業主側の職業訓練へのインセンティブが高まることを

通じて、パート労働者の職業能力が高まり、ひいては企業の生産性に貢献す

る可能性について、どう考えるか。 

 

･ 介護事業は対人サービスであり、すべての介護労働者のスキルが教育･訓練

により高い水準で維持されることがよいサービスとしての評価につながる。安

定した生活基盤をもって長期に事業所での労働を続けることが、こうしたスキ

ルの確保に必須の条件である。事業の利益の増進のためには、必要な人材を確

保し、利用者とのコミュニケーションや信頼関係の構築を通した高い質のサー

ビス提供によって利用者満足度を高めることが必要である。事業を継続させて

いくためには、運営基準に定められた職員の配置基準を確保し、質のよいサー

ビスを効率的に出来る優秀な人材を育てることが必須の条件である。このこと

の理解が進めば、事業主側もより大きな収益の確保に向けて、社会保険の適用

拡大に向けての負担を事業の拡大によって吸収していく方向を選ぶであろう

と考える。 
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質問４．適用拡大による影響を緩和する方策  

①適用拡大を実施する場合に、保険料負担の増加により企業経営に生じる影響

を緩和することが必要と考えるか。その際、社会保険制度の中ではどのよう

な方策が考えられるか。  

 

･ 負担増による企業経営への影響を緩和する施策は必要である。但し、他の業

界と介護サービスの業界での収益構造が違うため、これまで言われるような規

制緩和による効率化と競争によるインセンティブとは異なる施策が必要とさ

れる。介護サービスは、人による人へのサービスである。高齢者や障害を持つ

人々への社会的なサービスとして、人が人を支えながらコミュニケーションと

医療や生活の適正な知識を基礎に、生活を活性化させることを仕事としている。

制度を支え、サービスを提供する人を育てることを怠って、支える人がいなく

なればサービスそのものが事業として成り立たなくなって制度は崩壊する。 

そもそも介護保険事業については、国は各種サービスについて運営にかかわ

る基準の中に人員配置の最低基準を定めている。介護保険制度が増大する高齢

者の２４時間３６５日の生活を支えることを制度の理念としている限り、８時

間労働制を基本にした労働法制の中でも短時間労働者の労働との組み合わせ

でない限り、切れ目のないサービスは成り立たない事は自明の理である。介護

保険制度の理念と制度により、社会福祉の職場での労働観と労働の実態は大き

な転換を受けざるを得なかったといえる。(常勤換算制度)その意味では、介護

保険制度の発足により、社会政策の転換とともにそれを支える労働者への労働

政策として社会保険適用についてもその現状に即した形の適用基準を作るこ

とは必要であったと考える。１日わずか数時間の労働時間の差によって、享受

できるはずの社会保険の利益を受けられず、大きな社会的格差を生み出してそ

れを放置してきたことは、できるだけ早く是正されるべきであると考える。 

 

②社会保険制度における方策のほかに、当面の負担が大きくなる業種や企業に

対する雇用政策、産業政策として取り得る方策として、どのようなものが考

えられるか。 

 

・ 若い層の労働力を確保する為には、出産一時金、傷病手当金や育児休業期

間の給付金の額を引上げ、稼働所得を得られない期間での実質の所得保障の水

準を引き上げるべきである。介護の現場では、｢男のことぶき退職｣が発生して

いる。結婚･出産を前にして、低賃金のままではその人生の夢をかなえること

が出来ないために、介護の職場を去る男性労働者が後を絶たない。若い層では

結婚すること、その後の出産・育児に直面したとき、両者共に年収が低い為離

職や無収入での生活水準の維持は困難であり、社会保険制度による給付金の拡

充などの所得保障と確実な職場復帰を促す政策が求められる。 
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